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提案理由 ● 

● 

提案内容 

（予算の概算は提案

書様式①－４） 

● 

● 

● 

貴団体の特性、協働

で実施するメリット 
（提案者が事業実施できる能

力や有利なアピールポイント）
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事業実施により 

得られる効果 
（自由提案型は今後の展

望も記入） 

● 

● 

● 

● 
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（提案書　様式①－４　アイデア審査） 

概算予算書 

無償分を含む総事業費 （金　 　835,300　 　円） 

うち市に負担を求める額（委託費） 金　 　587,800　 　円 

【歳入】 

項　 　目 積算根拠（内容・数量・単価など） 見積り金額(円) 

市に負担を求める額 587,800 

提案者が負担する額 0 

その他収入 0 

無償分を含めない合計額 587，800 

無償労働力等換算金額 （　　247,500） 

無償分を含む総事業費 
　（ 835,300） 

【歳出】 

項　 　目 積算根拠（内容・数量・単価など） 見積り金額(円) 

人件費 講座及びプログラム作成 10,000円×5回=50,000円 

冊子作成10,000×3回＝30,000 

団体内講師指導謝礼、交通費(3,500円×1人)×33回=115,500円 

有償ボランティア謝礼、交通費(1,500円×1人)×33回=49,500円

245,000 

印刷製本代 A4コピー(モノクロ)　33回×15人×2部＝990枚＝9,900円 

A4チラシ（両面カラー）　9,000部=20,000円　(ラクスル) 

冊子（12ページ）A5カラー2,000部＝30,000円　(ラクスル)

59,900 

報償費 外部サポータ－謝礼(1,250円×2時間+交通費500円)×1人×33回

=99,000円
99,000 

消耗品費 消毒スプレー300円×5本＝1,500、除菌シート（33回分）1,500円、

名札100円×33回×10人＝33,000　　
36,000 

ユニフォーム代 1枚2,500円×8枚=20,000円 20,000 

通信費 参加者問い合わせTEL通話料11ヶ月分＝3,300円 3,300 

道具代 1個7,700円×計3個=23,100円(ギムニクバランスボール55センチ破

裂防止機能付) 、 

子供用バランスボール45ｃｍ5,500円×3個＝16,500円 

子供用バランスボール30センチ4,000円×10個＝40,000円 

ヨガマット2，000×15枚＝30，000円 

ボール収納用トランクケース15,000円 

124,600 

無償分を含めない合計額 　587,800 

提案者が負担する 

無償労働力（Ａ） 

(1,250円×2時間+交通費500円)×5回×2人=30,000円(市との事前

打合せ) 

1,250円×3時間×3人×1回=11,250円(印刷、製本)  

1,250円×10時間=12,500円(チラシ・WEB制作)  

1,250円×1時間×1人×33回=41,250円(準備撤収) 

1,250円×10時間=12,500円(参加者フォローアップ)  

（107,500） 
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提案者が負担する 

無償機材等（Ｂ） 

ボール収納用トランクケース1個、ポータブルスピーカー1個、  

講師・サポーター用バランスボール3個、 

参加者用バランスボール15個・参加者子供用バランスボール5個 

（　140,000） 

無償労働力等換算金額 （Ａ）+（Ｂ）  （　247,500） 

無償分を含む総事業費 
 （  835,300） 

※上記金額は、提案内容を示す です。アイデア審査通過後、提案書様式③に

て詳細を提出頂き、最終審査で選定されます。 

※歳出の項目例は２９㌻を参照してください
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て、各団体の活動内容の詳細やそれぞれの団体が抱えている課題などが十分

に把握されていない状況であることが分かってきました。 

多様な主体との連携を推進するとともに、市民活動団体の課題解決や活動の

量的・質的向上等を図るためには、各団体の現状を的確に把握するとともに、

団体間で継続的に課題を共有し、連携を図ることが重要です。 

■行政（庁内部局）におけるグリーンインフラの理解促進

グリーンインフラを推進することは、環境保全部局以外の行政部局において進

められている行政施策の推進に資する場合も少なくありませんが、今のところ、

グリーンインフラに対する理解が十分には進んでいない状況です。 

したがって、効果的な施策推進を図るため、庁内関係部局のグリーンインフラの

推進による効果等に対する理解を深めていただくことが重要です。 

■事業者の課題・ニーズの把握とマッチング

近年、企業によるネイチャーポジティブへの積極的な取組が急速に拡大してい

ます。昨年９月には、自然を活かした豊かな未来に向けた企業と地域の具体的

な連携のあり方を議論するシンポジウムが開かれ、その後、産官学連携によるネ

イチャーポジティブの推進に向けたプラットフォームの設置などが継続的に議論

されています。 

また、印西市域の多くがその流域に含まれる「印旛沼流域水循環健全化会議，

千葉県」においても、企業連携による水循環健全化の取組が積極的に展開され

ています。 

グリーンインフラの推進には、主体として取り組む企業や農業者、取組への参加

や金銭的支援により協力する企業など、事業者と連携した取組が不可欠であ

り、そのためには、事業者の抱えている課題やニーズ等を把握することが必要

です。その上で、地域における取組とのマッチングや技術的支援などが求めら

れます。 

提案理由 

■背景

近年、「自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転させる」

いわゆるネイチャーポジティブの取り組み推進が国際目標となり、我が国におい

ても、生物多様性国家戦略に反映されるとともに、自然共生サイトの認定などの

関連施策が進められています。また、ビジネス分野においては、多くの企業が、

自然環境の回復への貢献ができる選択肢を模索しています。 

印西市においても、総合計画では、まちづくりの方向性として、「自然と都市が

調和する快適で人にやさしいまちをつくります」を挙げています。また、第３次印

西市環境基本計画では、「里山の保全に向けた、市民・事業者・行政の協働に

基づく保全及び活用の仕組みづくりを検討すること」を施策としています。さら

に、緑の基本計画も含めて、グリーンインフラの活用・推進を挙げています。 
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■印西市の自然（里山）環境の保全・活用の意義

印西市は、ニュータウン開発等により人口が増加し、また、多くの企業が誘致さ

れ、活動が展開される一方で、市街地近郊に豊かな里山環境（台地上の草原・

畑、樹林、湧水、水田、谷津等）が残されている稀有な地域です。これらの里山

環境は、生物多様性のみならず、防災・減災、水循環、水質浄化、ウェルビーイ

ング（幸福）の向上など、自然環境の有する多面的な機能を活かした「グリーン

インフラ」として、複合的な地域課題の解決にも寄与します。

■印西市の自然（里山）環境の保全・活用に係る活動の現状

市内には、前述の通り、里山の自然環境の保全や活用に関わる市民活動団体

が多数存在し、活動が展開されています。また、大学・研究機関等によるグリー

ンインフラ機能についての研究も数多く進められており、我が国におけるグリー

ンインフラ研究の先進地域となっています。

■協議会の継続運営の提案

自然環境の保全に関心のある企業、市民団体、研究者、行政がそれぞれの強

みを発揮し、市民団体間の連携を深めるなど、各主体が有機的な連携を図るこ

とで、印西市の里山環境を良好に保ち、グリーンインフラとして持続的に活用す

る仕組みを構築できれば、地域住民や企業が豊かな自然環境の恵みを享受し

続けることに大きく寄与することが期待できます。 

その実現のためには、情報共有・連携を図るための土台となるプラットフォーム

の存在が効果的であり、本事業で令和 7 年 4 月に設置した協議会の継続的運

営と協議会による様々な活動により、その役割を担うことができると考えます。 

提案内容 

（予算の概算は提案

書様式①－４） 

１）目標

印西市内で活動する里山保全活動団体や市民、関心のある企業など、多種多

様な主体の連携を図り、印西市の里山における、「生物多様性」、「水循環」等

のグリーンインフラ機能の保全・活用に向けた管理体制を構築し、地域活性化

に資する。 

２）対象とする里山（対象地）

印西市が所有もしくは管理する里山的環境（台地上の草原・畑、樹林、湧水、水

田、谷津等）を有する土地を対象地とします。なお、対象とする活動団体や取組

等については、民有地における活動も対象とするものとします。 

３）協議会の継続的運営

令和 7 年 4 月に設置した「いんざい里山グリーンインフラ推進協議会」を継続的

に運営します。協議会では、印西市の里山環境の現状把握、管理目標、管理

体制等について検討・議論・調整するとともに、企業を含む多様な主体との新た

な連携に向けたアクションについて検討・議論します。 
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①協議会の運営体制

令和 7 年 4 月のスタート時は以下のメンバーによって協議会を発足しました。 

【当初メンバー（R7.4）】 

印西市：環境保全課、市民活動支援センター 

市民活動団体：NPO 法人亀成川を愛する会、NPO 法人谷田武西の原っぱと森の

会、NPO 法人ラーバン千葉ネットワーク、一社 SODO（事務局） 

研究機関：国立環境研究所（気候変動適応センター 西廣副センター長、大坂氏） 

令和 8 年度は、発足時メンバーをコアメンバーとして位置付けるとともに、協議

会のメンバーは希望する団体や庁内部局、事業者等にも間口を広げていくこと

を目指します。（既に関心をいただいている団体あり） 

②協議会の開催方法・頻度

協議会構成メンバーの増加を目指し、コアメンバー会議（全体会議開催月を除

き 1 回/月程度）、全体会議（年 2 回程度）を開催することを想定します。 

区分 頻度 主な議題等 

コアメンバー

会議

1 回/月程度※ 協議会運営に関する事項、協議会での調査・検討に

関する事項、イベントや取組の企画に関する事項 

全体会議※ 年 2 回程度 活動（里山の保全・活用）における課題の共有・議論 

印西市における里山の保全・活用、グリーンインフラの

推進に関する議論、先進事例等の紹介 など 

※全体会議開催月を除く

全体会議は、協議会構成員に加え、オブザーバー参加も含めた開催を想定す

るものとします。また、後述する交流会を効果的に組み合わせて、市民活動団

体等が協議会に参加しやすい環境を整えていきます。 

協議会の開催場所は、会議の開催内容に応じて、印西市役所内の会議室やコ

スモスパレット等での開催を想定しています。

４）協議会での活動・取組（案）

当初想定する活動・取組は以下の通りとし、協議会での検討・議論等を踏まえ

て、適宜見直しや追加をしていきます。 

活動・取組 概要 

①事業の広報 ・イベントでの広報

・庁内勉強会

・里山保全団体等の交流会

・事業内容・事業成果のホームページでの情報発信

②対象地における取組の推進 ・自然共生サイト登録の支援

・対象地での活動の量的・質的向上の支援

③多様な主体の連携の推進 ・里山保全団体等に対するヒアリング

・関係部局に対する連携可能性調査

・事業者のニーズ等の把握

④対象地（市所有・管理地）の

現況把握

・マップの更新・追加

・自然環境調査委託との連携

⑤協議会の継続的な運営の

在り方の検討

・協議会の継続的・発展的運営の検討
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①事業の広報

取組や検討の成果を各種の広報手段により広く公表・周知していきます。 

a)イベントでの広報

一般向けに、印西市の自然環境の現状・課題、グリーンインフラ・ネイチャーポ

ジティブを活かしたまちづくり等について分かりやすく解説するとともに、本事業

の目指す『多様な主体の連携による印西市の里山における、「生物多様性」、

「水循環」等のグリーンインフラ機能の保全・活用』等の理解促進を図ります。 

⇒イベント（市開催等：環境フェスタ等）への出展

⇒グリーンインフライベント（一般市民・若者・企業向け等）の開催

b)庁内勉強会の企画・開催

印西市の里山における、「生物多様性」、「水循環」等のグリーンインフラ機能の

保全・活用を進めることは、印西市の行政施策の推進に寄与する場合も多く、

関係部局との効果的な連携を図るため、グリーンインフラと市の施策の関わりや

先進事例の紹介等を行うとともに、意見交換を行います。令和７年度に実施予

定の勉強会での開催結果も踏まえて開催内容を企画し、開催します。 

c)里山保全団体等の交流会の企画・開催

広く市内で里山の保全活動や里山を活用した活動を行っている団体、このよう

な活動に関心のある団体等を対象に、印西市の里山におけるグリーンインフラ

機能の保全・活用等に関する講演等の情報提供や、各団体の活動における課

題等について共有・意見交換を行えるような交流会を企画・開催します。 

※取組の進捗状況や熟度等を踏まえ、事業者等の参加も検討

d)事業内容・事業成果の情報発信（ホームページ）

事業で作成したマップや広報資料、協議会での議論の結果等について、HP※

等で市民や企業に事業内容や成果をオープンに情報発信することにより、印西

市の里山環境の保全・再生やグリーンインフラとしての持続的な利活用の重要

性等の意識啓発や、取組への参加促進を図ります。 

※提案団体のホームページでの情報発信（R7 年度開始予定）を継続実施予定

②対象地における取組の推進

対象地（印西市所有・管理）において、以下に挙げるような取組を推進します。 

a) 自然共生サイト登録の支援

対象地において自然環境保全等の活動を行っている市民活動団体等と連携し

て、自然共生サイト※1 への申請・登録を推進します。 

※1：自然共生サイト：「民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている区域」を国が認定する区

域。認定区域は、保護地域との重複を除き、「OECM※2」として国際データベースに登録される。 

※2：OECM：生物多様性の価値があり、事業者、地域、行政等による様々な取組によって、生物多様性の

保全が図られている区域（国立公園など、既に保護されている区域を除く） 

令和７年度、協議会メンバーである「谷田武西の原っぱと森の会」が保全活動を

行っている「武西の里山」について、申請を行いました（審査中）。申請にあたっ

て得られたノウハウを蓄積しながら支援を進めていきます。 
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b) 対象地での活動の量的・質的向上の支援

下記③に挙げている多様な主体の連携推進のための調査等を踏まえ、市民活

動団体等による、「生物多様性」、「水循環」等のグリーンインフラ機能の保全・活

用に資する活動の量的・質的拡大を図ります。 

具体的な手段としては、ヒアリング、全体会議、交流会などを通じた先進事例等

の紹介、取組の実施を検討する団体との打合せ、研究機関や企業とのマッチン

グなどを想定します。 

③多様な主体の連携の推進

多様な主体の連携による取組推進に向けて、各主体の課題やニーズ・シーズを

調査・把握し、取組の推進につなげます。 

a) 里山保全活動団体等に対するヒアリング

令和 7 年度の協働事業で整理を進めている市民団体等の現状を踏まえ、各団

体等の課題を把握し、効果的な連携や提案を行うため、各団体に対してヒアリン

グを行い、詳細な活動内容や活動における課題、企業や行政との連携の可能

性を調査・把握します。 

b) 関係部局における連携可能性調査

グリーンインフラの推進と関連のある部局を中心に、グリーンインフラの推進に関

連する行政課題の把握、連携の可能性の調査などを目的に、アンケートやヒア

リングを実施し、連携可能性を調査します。

c) 事業者のニーズ等の把握

市内外の事業者のニーズを把握するため、提案者らが参加している別途プロジ

ェクトでのネットワーク等を活用した情報収集により、事業者との連携の可能性

や連携に向けた課題を調査します。 

④対象地（市所有・管理地）の現況把握（マップ更新等）

令和 7 年度の協働事業で作業を進めている、印西市が所有または管理する土

地（緑地等取組対象となり得る土地）の現状（自然環境の状況、管理状況等）を

把握・整理した成果（マップ、リスト）をベースとして、以下の情報等の追加・活用

を検討します。 

⇒国立環境研究所での研究成果として作成されたポテンシャルマップ

⇒令和 7 年度から調査が開始される自然環境調査委託（環境保全課）での調

査成果  等

⑤協議会の継続的な運営のあり方の検討

印西市の豊かな自然環境の保全・活用、グリーンインフラ施策の推進にあたっ

ては、取組の継続性が重要であり、そのためには協議会の継続的・発展的運営

が不可欠です。 

千葉ニュータウン地区においては、産官学連携によるネイチャーポジティブの推

進に向けたプラットフォームの設置などが継続的に議論されており、これらの動

きとも有機的に連携し、望ましい体制について検討を行っていきます。 
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貴団体の特性、協働

で実施するメリット 

■継続的な里山保全活動実績

共同提案者のうち NPO 法人３者（亀成川を愛する会、谷田武西の原っぱと森の

会、ラーバン千葉ネットワーク）は、市の保有・管理地を含む印西市内の里山保

全活動を長年に渡って実践してきており、里山の現状や、今後の保全・活用に

おける課題等について熟知しています。また、市内外の関連団体や企業、地域

の方々との良好な関係を維持しており、事業を円滑に進めることができます。 

■グリーンインフラの地域実装等に関する最先端の知見・ネットワーク

協議会での取組の推進体制には、グリーンインフラ・ネイチャーポジティブ及び

その地域実装分野における我が国最先端の研究機関である国立環境研究所

（気候変動適応センター 副センター長 西廣淳氏他）の協力を得られることと

なっています。そのため、印西市におけるグリーンインフラの推進、ネイチャーポ

ジティブの実現を図るにあたって、技術的支援や、最新の研究事例・国の動向

等についての情報提供を受けることができます。また、国立環境研究所は、

様々な研究機関や行政、企業等との連携により、北総地域での里山保全・活用

の取組を先導しており、様々な地域主体とのネットワークを有していることから、

事業を効果的に進めることができます。 

■地域のグリーンインフラ分野に精通した協議会運営

共同提案者のうち一般社団法人ＳＯＤＯ（協議会事務局担当）は、北総地域を

中心とする千葉県内において、「生態系を賢く活かした豊かな地域づくりを推進

する」ために設立された中間支援団体であり、地域の状況、行政の上位・関連

計画など、本事業を進める上で必要となる情報に精通しています。また、市内外

の関連団体や行政機関、企業等とのネットワークを有しており、事業を円滑に進

めることができます。 

■協議会の運営体制（コアメンバー）

⼤学・研究機関市⺠活動団体

印⻄市事務局

将来の⾥⼭等の
活⽤について協議

 活⽤可能な場所や価値
を⾒つける

 企業と連携する⽅法を
⼀緒に考える

例えば・・・

 市⺠活動団体間の連携の促進
 企業や地域連携の促進

地域の豊かなくらしの実現（すみやすい都市の実感）

 ネイチャーポジティブの実現
 グリーンインフラの推進

等
•協議会運営
（会議開催、資料作成等）

•事業に対する補助
•情報共有・調整
•広報・啓発

•対象地の調査
•計画⽴案に関する議論

•研究成果の共有
•調査・評価の協⼒

⻲成川を愛する会
⾕⽥武⻄の原っぱと森の会
ラーバン千葉ネットワーク

国⽴環境研究所
気候変動適応センター
⻄廣副センター⻑、⼤坂⽒

ＳＯＤＯ
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継続実施により 

得られる効果 

（自由提案型は今後の

展望も記入） 

■事業実施により得られる主な効果

本事業の実施により、以下に挙げるようなことが実現できます。 

本事業で直接的に実現できること 結果として実現が期待されること 

・協議会の継続的運営（市民・事業者・行政の協働

による里山の保全・活用の仕組み）

・里山の保全・活用に係る市民活動団体間の連携

促進

・里山の保全・活用に係る地域、企業の連携促進

・連携によって保全・維持されている里山（市有地）

の自然共生サイト登録

・印西市内の里山（市所有・管理地）の現状把握

・HP 等を通じた情報発信による市民・企業への広報、

意識啓発、参加促進 

・里山の保全・活用の推進

・生物多様性の保全

・グリーンインフラの推進

・ネイチャーポジティブの推進

・カーボンニュートラルへの貢献

・地域の豊かな暮らしの実現

・市民団体間の連携促進

（多様な主体の交流の場の創出） 

■関連する印西市の施策

本事業は印西市の進める施策と広範に関わりがあり、以下に例示するような施

策の実現に寄与することができます。 

①印西市総合計画（自然との共生の実現） 

②第３次印西市環境基本計画（樹林地・斜面林の保全、いきものの生息・生育空間の把握、

多様な生態系の保全、水辺環境の保全、自然と調和したまちづくり、環境に配慮したまち

づくりの推進、環境学習の場と機会の創出、各主体における環境配慮行動の推進、各主

体間の連携促進、重点的な取組１：自然の力を活かそう！グリーンインフラ大作戦！！） 

③印西市緑の基本計画（樹林地の維持管理の仕組みの充実、樹林地の保全、耕作放棄地

の活用、水辺環境の保全、健全な水循環の保全、河川の水質改善、生物の生息・生育空

間の保全、緑あふれる景観の保全、緑地保全・緑化推進団体の育成、自然環境の活用、

市民参加による管理・運営の推進、市民による樹林地の保全・活用制度の創設、協働によ

る里山の調査・保全、緑に関する情報発信） 

■今後の展望

上記「提案内容」にも記した通り、印西市の豊かな自然環境の保全・活用、グリ

ーンインフラ施策の推進にあたっては、取組の継続性が重要であり、そのため

には協議会の継続的・発展的運営が不可欠です。 

千葉ニュータウン地区において継続的に議論されている、産官学連携によるネ

イチャーポジティブの推進に向けたプラットフォームの設置などとも有機的に連

携し、望ましい体制について検討を行っていきます。 
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（提案書 様式①－４ アイデア審査） 

概 算 予 算 書

無償分を含む総事業費 （金３，３８５，４４０円） 

うち市に負担を求める額（委託費） 金１，７０８，０００円 

【歳入】 

項 目 積算根拠（内容・数量・単価など） 見積り金額(円) 

市に負担を求める額 人件費（技術的検討に係る部分）、イベント等開催経費 1,708,000 

提案者が負担する額 旅費交通費、印刷製本費 130,000 

その他収入 0

無償分を含めない合計額 1,838,000 

無償労働力等換算金額 人件費（協議会等の開催に係る部分） 

交通費（提案者以外が負担する額） 

（1,547,440） 

無償分を含む総事業費 （3,385,440） 

【歳出】 

項 目 積算根拠（内容・数量・単価など） 見積り金額(円) 

人件費 ①事業の広報

①-1 情報発信資料の作成、HP を通じた情報提供

10 人日×25,200 円※単価 1 

252,000 

①-2 イベント等の企画・開催

15 人日×25,200 円※単価 1 

378,000 

②対象地における取組の推進

②-1 自然共生サイト申請に係る検討

※市保有・管理地の自然共生サイト申請に必要な情

報整理、モニタリング計画策定、申請書類作成

10 人日×25,200 円※単価 1 

252,000 

②-2 対象地での活動の量的・質的向上

※先進事例調査、団体との協議・調整等

7 人日×25,200 円※単価 1 

176,400 

③多様な主体の連携の推進

③-1 里山保全団体等に対するヒアリング等

7 人日×25,200 円※単価 1 

176,400 
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項 目 積算根拠（内容・数量・単価など） 見積り金額(円) 

人件費 ③-2 市関係部局に対する連携可能性調査

※アンケート・ヒアリング

8 人日×25,200 円※単価 1

201,600 

④対象地の現況把握（マップ更新等）

※GIS を用いたマップの更新等

8 人日×25,200 円※単価 1 

201,600 

イベント等開催経費

（庁内勉強会、交流会、イ

ベント） 

会場費（交流会・イベント）：1 回×10,000 円 

機材費（交流会・イベント）：1 回×10,000 円 

資料・チラシ等印刷費：資料 90 名×500 円 

チラシ 5,000 円

70,000 

旅費交通費 協議会参加交通費（市民活動団体） 

5 人×12 回×500 円※市内自動車移動のガソリン代を想定 

ヒアリング、現地踏査等交通費（市民活動団体）

2 人×10 回×500 円※同上 

40,000 

印刷製本費 会議資料の印刷 

15 部×12 回×500 円 

90,000 

無償分を含めない合計額 1,838,000 

提案者が負担する 

無償労働力（Ａ） 

①協議会の運営（協議会資料の作成、記録作成）

コアメンバー会議：2 人日×10 回×25,200 円※単価 1 

全体会議    ：4 人日×2 回×25,200 円※単価 1

（705,600） 

②協議会・交流会の出席

●市民活動団体

協議会：5 人×12 回×2 時間×3,800 円※単価 2

交流会：5 人×1 回×2 時間×3,800 円※単価 2

庁内勉強会：2 人×1 回×2 時間×3,800 円※単価 2

●関係団体等

協議会：2 人×12 回×2 時間×4,900 円※単価 3

交流会：2 人×1 回×2 時間×4,900 円※単価 3

庁内勉強会：2 人×1 回×2 時間×4,900 円※単価 3

（783,600） 

提案者が負担する 

無償機材等（Ｂ） 

協議会等参加交通費（関係団体等） 

2 人×14 回×2,080 円※国環研～木下往復（公共交通機関）を想定 

（58,240） 

無償労働力等換算金額 （Ａ）+（Ｂ） （1,547,440） 

無償分を含む総事業費 （3,385,440） 
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■単価の設定根拠

１）専門技術を要する作業の人件費（単価 1）

以下に挙げる専門技術を要する作業については、国土交通省設計業務委託等技術者単価（コン

サルタント単価）の最低ランクの技術者単価（技術員）の７０％相当額の単価を採用

・ＧＩＳ等専門ツールを用いた作業（マップの作成等）

・本事業を推進する上で必要となる専門的スキルを要する作業

令和 7 年度国土交通省設計業務委託等技術者単価 

※本事業の実際の担当予定技術者は、主任技師相当～技師 B 相当の技術者となります。

単価 1：36,100 円×70％＝ 25,270 円 

⇒ 25,200 円

※100 円単位未満切り捨て
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２）会議への参加（単価 2，単価 3）

「謝金の標準支払基準」の改定について，平成 27 年 3 月 6 日，各府省等申合せを参考として単

価を設定するものとし、区分 6（地方支分部局が開催する一般的なもの）を採用、1 回あたりの会

議を 2 時間と想定 

・NPO 法人等：幹事・専門委員の単価を採用 ⇒単価 2

・国立環境研究所：委員・臨時委員の単価を採用 ⇒単価 3

単価 3 単価 2 
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知識の普及に加え、個別課題への対応も可能とします。 

① 体験型啓発事業「＃私たちの保健室」の開催（全 1回）

ショッピングモール等の生活動線上に位置する会場において、老若男女

を対象とした体験型イベントを開催します。 

主な内容： 

01. 展示コーナー

リプロダクティブヘルス／ライツに関するパネル展示、関連書籍・性

教育絵本の展示、多種多様な生理用品の実物展示 

02. 体験・学習プログラム

初めての生理講話（思春期の体と心の変化、生理用品の使い方）、生

理用品を使った吸水実験、性教育絵本の読み聞かせ、フェムケアアイ

テム（アロマクリーム）制作体験、EMS 機器による生理痛体験（男性、

軽度な生理痛女性の理解促進） 

03. 専門家による講話

須藤えり奈氏（看護師／分子栄養学アドバイザー）、原田加奈子氏（理

学療法士）

②個別相談支援事業「こっトンカフェ」の開催（全 5 回）

2ヶ月に１回、男女共同参画センターにて個別相談の場「こっトンカフェ」

を定期開催します（当日自由来所制）。安心して過ごせる落ち着いた空間

で、掲示物や展示物を通じて正しい情報に触れることができ、来所者自身

が抱える課題について、相談員とゆっくり対話を重ねながら解決の糸口

を探ります。必要に応じて、行政等の支援機関への同行・連携も行い、課

題の早期解決と継続支援に繋げてまいります。 

貴団体の特性、協働

で実施するメリット 

Shake Hands は、子どもや家庭の現場に深く関わる“当事者視点”を重視し

ながら、専門性と実行力を備えた多様な人材によって構成された団体で

す。構成員は全員、小・中・高生の保護者であり、地域での実践的な経験

を通じて、子育てや教育に関する社会的ニーズを的確に捉える力を有し

ております。 

【特性】 

・保護者・同性・当事者の視点に基づいた課題把握力

・多分野にわたる専門資格と現場経験

（例：PTA・保教会本部役員（2018〜2025）、子育て支援員、認知症サポ

ーター、民生委員・児童委員、ピアヘルパー、幼児体育初級公認指導員、

おもちゃインストラクター、こども環境管理士 2 級、幼稚園教諭、保育

士、特別支援学校教諭、社会福祉主事、インクルーシブ保育・教育支援士、
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体験活動セイフティリーダー・マネージャー、EFR-CFC（子どもの救急法

国際資格）、准学校心理士、高等学校教諭一種免許 等） 

【協働のメリット】 

・戦略立案から現場運用までを一貫して担える体制

・行政施策と連動した、地域ニーズに即した柔軟なアプローチ

・現場経験に基づく実効性の高い企画

・運営力、継続可能な支援体制と地域との信頼関係の構築

Shake Handsは、「地域と子どもの未来に寄り添う協働パートナー」とし

て、行政と連携しながら、住民福祉の向上と持続可能なまちづくりに真摯

に取り組んでまいります。 

継続実施により 

得られる効果 

（自由提案型は今後

の展望も記入） 

本事業を継続的に実施することにより、印西市が掲げる「誰もが安心し

て暮らせる共生社会の実現」や「子育て世代への切れ目ない支援」「健

康・福祉の増進」といった市政方針との整合を図りながら、具体的かつ

実効性のある地域支援を推進することが可能となります。 

定期的な啓発イベントの開催により、リプロダクティブヘルス／ライツ

に関する知識やジェンダー平等に関する意識が地域全体に浸透し、子ど

もから大人までが世代・性別を超えて互いを尊重し合う地域風土の醸成

が期待されます。特に思春期の子どもや保護者に対する情報提供は、心

身の健やかな成長や家庭内コミュニケーションの改善にも寄与し、教

育・福祉両面に好影響を及ぼします。 

また、2ヶ月に１回開催する個別相談支援「こっトンカフェ」の継続に

より、地域住民が日常的に安心して悩みを相談できる場を確保するとと

もに、行政や関係機関との適切な連携を通じて、早期支援・予防的支援

の実現が可能となります。とりわけ、支援にアクセスしにくい層へのア

プローチ手段としても有効であり、地域福祉の裾野拡大にも資する取組

です。 

以上のことから、本事業は印西市のまちづくりの基本理念と合致してお

り、継続実施により、地域住民の健康・福祉・教育・共生の各分野にわ

たる波及的な効果が期待されます。
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（提案書 様式①－４ アイデア審査） 

概 算 予 算 書

無償分を含む総事業費 （金 1,137,740 円） 

うち市に負担を求める額（委託費） 金   925,540 円 

【歳入】 

項 目 積算根拠（内容・数量・単価など） 見積り金額(円) 

市に負担を求める額 925,540 

提案者が負担する額 0 

その他収入 0 

無償分を含めない合計額 925,540 

無償労働力等換算金額 無償労働力 211,200円、ボランティア保険 1,000円 （212,200） 

無償分を含む総事業費 （1,137,740） 

【歳出】 

項 目 積算根拠（内容・数量・単価など） 見積り金額(円) 

人件費 ① 体験型啓発イベント②個別相談

※添付資料参照

260,000 

報償費 外部・内部講師指導謝礼 

※添付資料参照

475,000 

旅費・交通費 外部講師交通費、交通費（ガソリン代） 

※添付資料参照

19,900 

印刷製本費 告知チラシ、ポスター、プログラム等 

※添付資料参照

31,000 

使用料 会場使用料 

※添付資料参照

22,000 

消耗品費 ※添付資料参照 114,000 

保険料 傷害保険@28円 

※添付資料参照

3,640 

無償分を含めない合計額 925,540 

提案者が負担する 

無償労働力（Ａ） 

※添付資料参照 （211,200） 

提案者が負担する ボランティア保険 （1,000） 
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無償機材等（Ｂ） 

無償労働力等換算金額 （Ａ）+（Ｂ） （212,200） 

無償分を含む総事業費 （1,137,740） 

※上記金額は、提案内容を示す概算予算書です。アイデア審査通過後、提案書様式③にて

詳細を提出頂き、最終審査で選定されます。

※歳出の項目例は２９㌻を参照してください
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番号品目 01啓発イベント（1回） 02個別相談（5回） 計

1 人件費 講座及びプログラム作成 128000 132000 260000

2 報償費 外部講師謝礼・団体内講師謝礼 475000 0 475000

3 旅費 外部講師交通費 13000 0 13000

交通費（ガソリン代） 3600 3300 6900

4 印刷製本費 チラシ・ポスター・講座プログラム 16000 15000 31000

5 保険料 傷害保険 2800 840 3640

6 使用料 会場使用料 22000 0 22000

7 通信費 電話・FAX 0 0 0

8 消耗品費 文具・インク・用紙 104000 10000 114000

9 無償分を含めない合計額 764,400 161,140 925540

10 提案者が負担する無償労働力（A）事業の準備・調整 52800 158400 211200

11 提案者が負担する無償機材等（B）損害保険（@100×10名）/年 - - 1000

12 無償労働力等換算金額 52800 158400 212200

13 無償分を含む総事業費 817,200 319,540 1137740
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番号品目 イオン啓発イベント（講師あり） 単価 数量 単位 計 備考

1 人件費 講座及びプログラム作成 2200 32 h 70400 人件費＝￥2200/h×8h×4人

1200 48 h 57600 人件費＝￥1200/h×8h×6人

2 報償費 外部講師謝礼・団体内講師謝礼 475000 1 式 475000 内部講師¥5000/日×1人、外部講師①¥15000/日×2人、外部講師②¥440000/日

3 旅費 外部講師交通費 13000 1 式 13000 内部講師1名¥1000、外部講師①2名¥1000×2名、外部講師②2名¥5000×2名

交通費（ガソリン代） 30 120 km 3600 イオンホール往復12km×10人

4 印刷製本費 チラシ・ポスター・講座プログラム 16000 1 式 16000 ＊チラシ制作＠30×100、ポスター＠400×30、プログラム制作@20×50人

5 保険料 傷害保険 28 100 人 2800

6 使用料 会場使用料 22000 1 式 22000 イオンホール会場

7 通信費 電話・FAX 0 式 0

8 消耗品費 文具・インク・用紙・生理用品 104000 1 式 104000 ナプキン・ショーツ@600×100人=60000、実験道具@600×30人=18000、文具¥6000、装飾品¥2000、アロマ材料費@600×30人=18000

9 無償分を含めない合計額 764400

10 提案者が負担する無償労働力（A） 事業の準備・調整 2200 24 h 52800 デザイン制作8h、資料制作8h、企画打合4h、進捗管理4h

11 提案者が負担する無償機材等（B） 0 0 0

12 無償労働力等換算金額 52800

13 無償分を含む総事業費 817200
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番号品目 個別相談 単価 数量 単位 計 備考

1 人件費 講座及びプログラム作成 2,200 60 h 132000 人件費＝¥2200/h×6h×2人×5回

2 報償費 外部講師謝礼・団体内講師謝礼 0 0 0

3 旅費 外部講師交通費 0 0 0

交通費（ガソリン代） 30 110 km 3300 コスモスパレット往復11km×2名×5回

4 印刷製本費 チラシ・ポスター・講座プログラム 15,000 1 式 15000 ＊チラシ制作＠30×100、ポスター＠400×30

5 保険料 傷害保険 28 30 人 840 6人×5回

6 使用料 会場使用料 0 0 0

7 通信費 電話・FAX 0 0 0

8 消耗品費 文具・インク・用紙・生理用品 10,000 1 式 10000 文具¥4000、インク代¥5000（cannon家庭用インク年間コストサイト参照）、用紙¥1000

9 無償分を含めない合計額 161140

10 提案者が負担する無償労働力（A） 事業の準備・調整 2,200 72 h 158400 デザイン制作8h、資料制作8h、企画打合4h、進捗管理52h(1h×52週)

11 提案者が負担する無償機材等（B） 0 0 0

12 無償労働力等換算金額 158400

13 無償分を含む総事業費 319540
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